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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、アフリカ稲作振興のための共同体（Coalition for African Rice 

Development：CARD）の第1 グループ支援対象でもあるシエラレオネ共和国政府の要請に基づき、

「持続的稲作開発プロジェクト」を2010年10月より実施しています。 

今般、プロジェクトの協力期間終了を目前に控え、協力期間中における実績と実施プロセスを

確認し、その情報に基づいて、評価5項目の観点から評価を行うとともに、今後の協力の枠組みに

ついて検討することを目的として、2014年1月8日から1月24日にわたり、終了時評価調査団を現地

に派遣しました。 

本調査団はシエラレオネ共和国側評価委員と合同評価委員会を結成し、評価結果を合同評価報

告書に取りまとめ、合同調整委員会（JCC）に提出するとともに、シエラレオネ共和国側政府関係

者とプロジェクトの今後の方向性について協議し、ミニッツ（M/M）として署名を取り交わしま

した。 

本報告書は、同調査団の協議並びに調査・評価結果を取りまとめたものであり、今後広く関係

者に活用され、日本国・シエラレオネ共和国両国の親善及び国際協力の推進に寄与することを願

うものです。 

ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成26年2月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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（カンビア県・マシネ） 

  

プロジェクト試験用圃場の視察 
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農業ビジネスセンター（ABC）での 

パーボイル用窯と乾燥中の種籾の視察 

（カンビア県・ラヤ） 

  

ロクープル農業研究所（RARC）実験室の視察
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署名された協議議事録（M/M）の交換 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：シエラレオネ共和国 案件名：持続的稲作開発プロジェクト 

分野：農業開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 乾燥畑作地帯第二課 協力金額（評価時点）：約4億6,000万円 

協力

期間 

2010年10月1日～ 2014年9月30日 

（4年間） 
先方関係機関：農業森林食糧安全保障省（MAFFS）

日本側協力機関：なし 

他の関連協力：「カンビア県農業強化支援プロジェ

クト」（2006～2009年） 

１－１ 協力の背景と概要 

シエラレオネ共和国（以下、「シエラレオネ」と記す）は、主食として年間1人当たり104kg

のコメを消費するアフリカでも有数のコメ消費国であるが、自給率は70％にも満たない。コメ

の国内生産量は、内戦が終結した2001年には過去最低の20万t台にまで減少したが、翌年からは

増産に転じ、2007年には約64万tに達している。国内の稲作農家約64万戸（2004年）のうち所有

面積1ha以下の小規模零細農家が85％を占める。適正技術の開発・普及など、これら小規模零

細農家の生産性・収益性向上が課題となっている。 

ギニア国境に位置するカンビア県は、穀物自給率や安全な水へのアクセス等の経済社会開発

指標が全国平均を下回っている。同県では、人口28万人のうち80％が農業に従事している。JICA

は2006年より「カンビア県農業強化支援プロジェクト」を実施し、同県農業セクターの生産性

向上のための農業技術パッケージ（Agricultural Technical Package：ATP）及び農業技術支援マ

ニュアルを作成した。そのうち稲作技術パッケージ（Technical Package for Rice：TP-R）では、

目標収量を1.0～1.5t/haと設定し、畑地における陸稲直播と低湿地での水稲移植に大別して、そ

れぞれ圃場整備、播種、肥培管理及び収穫後処理等について体系的に取りまとめた。同プロジェ

クト終了後、シエラレオネの稲作政策に大きな変化がみられ、カンビア県のみならず、全国に

おけるコメ生産量の増加及び稲作農家の所得向上が最も重要な政策のひとつに位置づけられ

た。これを背景に、シエラレオネ政府より、ロクープル農業研究所（Rokupr Agricultural Research 

Center：RARC）におけるTP-Rの追加実証及びカンビア県の農家に対する普及を目的とした本

プロジェクトが要請され、2010年2月の詳細計画策定調査団派遣を経て、同年10月から2014年9

月までの4年間の技術協力プロジェクトが開始された。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

1．カンビア県のコメ生産量が増加する。 

2．TP-Rと普及手法がシエラレオネ全国で利用される。 

 

 （2）プロジェクト目標 

シエラレオネ全土に適用可能な稲作技術及び普及手法が確立する。 

 

 （3）成 果 

1．農家圃場での実証試験を通じてより高い収量と収益を実現可能な稲作技術パッケージ

（TP-R）に改訂される。 



 

ii 

2．カンビア県の農民組織（Farmer-based organizations：FBO）を通じて小規模農家に対し

TP-Rが普及される。 

3．カンビア県以外の県農業事務所の職員にTP-Rと普及手法が普及される。 

 

 （4）投入（評価時点） 

日本側： 

専門家派遣：11名、約93人月 

研修員受入れ（本邦及び、マラウイ、エジプト）：9名 

供与機材：約40万米ドル 

ローカルコスト負担：約29万6,400米ドル 

相手国側： 

カウンターパート（C/P）配置：延べ33名 

土地・施設提供： 

農業森林食糧安全保障省（Ministry of Agriculture, Forestry and Food Security：MAFFS）

本省、MAFFSカンビア県事務所及びRARC内のプロジェクト執務室、付帯資機材及び

電気設備、RARCにおける温室用地の提供 

２．評価調査団の概要 

調 査 者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本側 

栗栖 昌紀 総  括 JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯第二課 課長 

加藤 麻季 計画管理 JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯第二課 特別嘱託 

板垣 啓子 評価分析 株式会社 国際開発アソシエイツ 

 

シエラレオネ側 

Mr. Bakarr J. Bangura 

 

 

総括 

 

 

Deputy Director of Extension, Extension Division, 

Ministry of Agriculture, Forestry and Food Security

（MAFFS） 

Mr. Umaru M. Sankoh 

 

団員 

 

District Agriculture Officer（DAO）, MAFFS Kambia 

District Office（MAFFS-K） 

Mr. Joseph S. Bangura 

 

団員 

 

Assistant Director of Planning, Evaluation, Monitoring 

and Statistics Division, MAFFS 
 

調査期間 2014年1月6日～2014年1月27日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 成果・目標の達成度 

＜成果1＞ 

本成果についてはほぼ確実な達成見込みがある。先行協力において作成されたTP-Rを基

に、収量増加に資する施肥技術と、施肥効果確保のための栽培管理技術を追加した改訂版策

定のための各種実証が行われた。カンビア県以外の土壌の肥沃度評価試験の結果、要素欠乏

状況はほぼ同様であり、プロジェクト成果は全国の内陸低湿地帯（Inland Valley Swamp：IVS）

におおむね適用可能であると考えられる。現乾期作における最終的な施肥実証結果と対費用

効果面での検討に基づき最終的な推奨施肥量が決定される。TP-Rマニュアルのドラフト（た

だし施肥量は暫定）が既に作成されており、最終的な推奨施肥量の決定後、更なる検討・議

論を通じて最終化される。 
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＜成果2＞ 

本成果についてはほぼ達成のめどが立っている。農民を対象としたTP-R研修がこれまでに

13回実施され、延べ561名が受講した。プロジェクトによる調査では、対象農民の50％以上

が16項目のTP-R推奨技術中12項目を適用しており、うち7項目については80％以上が適用し

ている。改訂TP-Rの個別技術に関する普及教材のドラフトが既に作成（ただし推奨施肥は暫

定）されており、現場普及員をはじめとする関係者に配布済みである。同様に、農民フィー

ルド学校（Farmers Field School：FFS）実施ガイドラインも既にドラフトが作成され、MAFFS

カンビア県事務所及びMAFFS本省の関係者に配布されている。今後、普及関係者との更なる

検討、推奨施肥量の決定を経て、プロジェクト終了までに最終版を確定する予定である。 

 

＜成果3＞ 

本成果の達成はほぼ確実である。現在、全国の県MAFFS関連職員約100名を対象とした研

修を2014年3月から4月にかけて実施することが計画されている。プロジェクトの予算措置、

研修プログラムの策定等も既に進んでいる。 

 

＜プロジェクト目標の達成度＞ 

TP-R改訂作業は施肥技術に関する最終的な検討を残すのみとなっている。各種会合・セミ

ナー等の機会を通じ、MAFFSの実務・意思決定双方のレベルで、TP-Rの有効性に対する理解

が浸透しており、最終的な推奨施肥技術を含む改訂TP-RがIVSにおける標準的な稲作技術と

してMAFFSにより公式承認される可能性は高い。また、今後実施が予定されている全国の県

農業事務所関係職員研修にはカンビア県の現場視察が含まれており、研修受講者にTP-Rの有

効性に関する理解が得られると予想される。以上のことから、プロジェクト目標達成につい

ては高い期待がもてる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性：高い 

シエラレオネ政府の開発政策、農業開発計画の重点分野に変更はなく、プロジェクトの

方向性は日本の対シエラレオネ協力政策にも合致している。また、わが国の稲作技術開発

の経験にかんがみて、日本の技術の優位性も高く、稲作技術の改善による生産増加は受益

者ニーズへの適切な対応であったと判断される。さらに、シエラレオネの農業セクターに

対する他ドナー支援がインフラ・投入財供与に集中するなか、農民や普及員の能力向上を

図るアプローチは、援助効果促進の観点からも適切であった。 

 

 （2）有効性：高い 

改訂TP-Rと普及方法の策定、次いで同技術パッケージのカンビア県内での普及実証、更

に他県の農業普及関係者への普及という時系列的な3つの成果は、適切かつ着実に達成さ

れつつある。対象地域では改良稲作技術による収量増加と農民間波及が報告されるととも

に、他県の土壌分析結果からプロジェクトの推奨施肥量が全国に応用可能であることが示

唆されており、協力期間内にプロジェクト目標が達成される見込みは高いと考えられる。

 

 （3）効率性：高い 

活動実施に必要な投入については、プロジェクト運営費の先方負担が不足したこと、短

期シャトル型の専門家派遣と一部C/Pの関与の不足によりプロジェクトチームとしての求

心性が弱かったことなどが問題として指摘されたが、その他の投入はおおむね適切であ

り、先行協力事業の成果や経験をもつ人材の活用、関係者の努力によって効率的なプロジェ
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クト運営が行われた。 

 

 （4）インパクト：高い（正のインパクト） 

協力終了後の継続的な普及によって各地で稲の生産が増加することが予想され、上位目

標達成に向けた正のインパクトが確認された。対象農民レベルでは、改善稲作技術の導入

により収量増加がもたらされ、食糧確保、追加収入の獲得など正のインパクトが報告され

た。また、FBO構成員間の関係改善や地域有力者からの認知など、間接的にも正のインパ

クトが発現している。プロジェクト実施による負のインパクトは確認・報告されていない。

 

 （5）持続性：やや低い 

シエラレオネ政府の農業開発政策の重点分野は次期計画においても踏襲される見込み

であり、政策的な持続性は高いが、改訂TP-RのMAFFSによる公的承認と、継続的な普及・

モニタリングの体制整備が今後の課題である。組織・財政面では、実施機関による将来的

なTP-R普及に関する財政的裏付けが不透明であり、人的能力強化も課題となっているほ

か、受益FBOにおいても組織運営能力の強化が必要である。技術面については、実施機関

においてTP-Rを効果的に農民に指導できる能力を獲得している人材が限られており、今後

の継続的な普及のために更なる人材育成と能力強化が必要である。受益農民レベルでは改

訂TP-R必須の施肥技術に関し、肥料入手が制約要因として指摘されている。現状では、改

訂TP-Rの完全な実践には、肥料入手に関する支援が前提となるため、今後の広域普及に際

しては、投入を限定した選択的・段階的な技術導入の可能性も検討する必要があろう。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること：該当なし 

 

 （2）実施プロセスに関すること： 

本プロジェクト実施過程において、MAFFSカンビア県事務所の事務所長（District 

Agriculture Officer：DAO）交代の際にプロジェクトのフォーカルパーソンであるモニタリ

ング・評価担当官が抜擢されるなど、運営管理上重要なC/Pの継続的関与が得られたこと、

また、対象地域での活動経験や農民との信頼関係を有する退職普及員を現地活動のアシス

タントとして雇用したことは、プロジェクトの効果的な実施に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること： 

本プロジェクトにおいては、小規模農家商業化プログラム（Smallholder Commercialisation 

Programme：SCP）による普及員の活動支援及び農民への生産活動支援を前提とした投入

が計画されていた。しかしMAFFSとドナー間での協定締結の遅れから、普及活動支援が行

われず、プロジェクトの追加投入による限定的支援を行ったが、移動手段の確保や手当等

が不十分であったとして現場普及員意欲や活動実績に負の影響をもたらした。 

 

 （2）実施プロセスに関すること：該当なし。 

 

３－５ 結 論 

調査の結果、プロジェクトの活動が特段の遅延・障害なく実施され、期待された成果がほぼ

達成されつつあることを確認し、協力期間内に本プロジェクトの目標は成功裏に達成されるも

のと結論する。 
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３－６ 提 言 

 （1）継続的なTP-R普及に向けた努力 

プロジェクトは全国のMAFFS県農業関係職員を対象にTP-R研修を実施するが、プロジェ

クト終了後も実施機関の努力によりTP-Rの継続的な普及推進が不可欠である。実施機関に

は、具体的な研修・普及計画を策定し、TP-R研修実施と研修後の農民への指導状況の監督、

更に技術適用状況のモニタリングの継続実施が期待されており、そのための予算確保に向

けた関係者の一層の努力が求められる。 

 

 （2）SCPの確実な実施 

プロジェクト計画の前提であったSCPの実施の遅れは、プロジェクト実施上の問題を惹

起したのみならず、将来的な持続性にも影響を及ぼしかねない。MAFFSには、普及員を含

む農業関連職員の新規採用を含め、SCPを着実に実施していくことが強く望まれる。また、

SCPの各種事業と成果のモニタリング・評価、課題や対応策の分析、将来的な教訓抽出の

ための体制整備も重要である。 

 

 （3）IVS開発の質の改善 

改訂TP-Rにおいては施肥技術と圃場水管理が極めて重要であり、圃場基盤整備は改訂

TP-Rの効果的適用の基本的な条件であるが、他のドナー支援による農地整備事業の質が不

十分な例においては、水田として使用できない農地も散見される。将来的にはMAFFSがIVS

開発を支援するドナーやその他関係者との調整を強化し、農地整備における土木工事の質

的改善を図っていくことが必要である。 

 

 （4）他の稲作生態系における技術開発・改善 

シエラレオネにはマングローブ湿地、IVS、ボリランド、河川氾濫原、畑地（陸稲）と

いう5種類の稲作生態系があり、国家稲作振興戦略（National Rice Development Strategy：

NRDS）ではIVSが生産向上の潜在可能性が最も高い生態系とされているため、本プロジェ

クトの改訂TP-RはIVSに特化している。よって、シエラレオネ全国での稲作振興のために

は、MAFFS、シエラレオネ農業研究所（Sierra Leone Agricultural Research Institute：SLARI）、

RARCによるIVS以外の生態系におけるTP-Rの開発・改善が必要である。 

 

３－７ 教 訓 

 （1）他ドナー支援との十分な調整の必要性 

本プロジェクト実施過程において、SCPを支援する他ドナーが行った農地整備によって、

圃場水管理関連のプロジェクト活動が円滑化された事例がある一方、対象FBOへの重複支

援の例も報告された。多数のドナー支援が行われているプログラムへの貢献という位置づ

けを有する案件の場合、当初の計画段階のみならず、プロジェクト実施期間を通じて、他

ドナー事業との密接な調整を行っていくことが重要である。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

シエラレオネ共和国（以下、「シエラレオネ」と記す）の社会・経済は、2008年は5.5％の実質

GDP成長率をみせるなど2002年の内戦終結以降回復基調にあるが、人間開発指数は未だ182カ国中

180位〔国連開発計画（UNDP）人間開発報告書 2009〕にとどまっており、人材育成やインフラ整

備のために外部からの支援が必要な状況が続いている。地方部と都市部との格差も大きく、内戦

で損なわれた施設の復旧や制度の立て直しは十分ではない。 

シエラレオネは、主食として年間1人当たり104kgのコメを消費するアフリカでも有数のコメ消

費国であるが、自給率は70％にも満たない。コメの国内生産量は、内戦が終結した2001年には過

去最低の20万t台にまで減少したが、翌年からは増産に転じ、2007年には約64万tに達している。国

内の稲作農家約64万戸（2004年）のうち所有面積1ha以下の小規模零細農家が85％を占める。適正

技術の開発・普及など、これら小規模零細農家の生産性・収益性向上が課題となっている。 

ギニア国境に位置するカンビア県は、穀物自給率や安全な水へのアクセス等の経済社会開発指

標が全国平均を下回っている。同県では、人口28万人のうち80％が農業に従事している。JICAは

2006年より「カンビア県農業強化支援プロジェクト（Agricultural Development Project in Kambia：

ADPK）」を実施し、同県農業セクターの生産性向上のための農業技術パッケージ（Agricultural 

Technical Package：ATP）及び農業技術支援マニュアルを作成した。そのうち稲作技術パッケージ

（Technical Package for Rice：TP-R）では、目標収量を1.0～1.5t/haと設定し、畑地における陸稲直

播と低湿地での水稲移植に大別して、それぞれ圃場整備、播種、肥培管理及び収穫後処理等につ

いて体系的に取りまとめた。同プロジェクト終了後、シエラレオネの稲作政策に大きな変化がみ

られ、カンビア県のみならず、全国におけるコメ生産量の増加及び稲作農家の所得向上が最も重

要な政策のひとつに位置づけられた。これを背景に、シエラレオネ政府より、ロクープル農業研

究所（Rokupr Agricultural Research Center：RARC）におけるTP-Rの追加実証及びカンビア県の農家

に対する普及を目的とした本プロジェクトが要請され、2010年2月の詳細計画策定調査団派遣を経

て、同年10月から2014年9月までの4年間の技術協力プロジェクトが開始された。現在、総括/稲作

技術改善/普及員研修、副総括/普及プログラム開発、栽培技術、化学分析指導、普及教材開発、栽

培試験研究、業務調整/栽培技術（普及）補助の計7名の短期専門家が随時派遣されている。プロジェ

クトは、協力期間終了目前に達したことから、以下を目的とする終了時評価調査が実施された。 

① プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）及び活動計画（Plan of Operation：PO）に

基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、成果・プロジェクト目標・上位目標の達成

状況（見込み）について確認する。 

② 実施プロセスを整理するとともに、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び

持続性）の観点から総合的に分析・評価を行う。 

③ プロジェクト実施上の課題及び問題点を抽出するとともに、評価結果に基づき、残存協力

期間の活動計画を明確にし、その結果を両国政府関係者に報告・提言する。 

④ 今後、類似案件が実施される場合に、その案件を効率的に立案・実施するために、本協力

の実施による教訓を取りまとめる。 

⑤ 協議結果について、シエラレオネとの合意事項として評価レポートに取りまとめる。 

⑥ 必要に応じてシエラレオネ側の代表者と評価レポートの主要部分について、協議議事録
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（Minutes of Meeting：M/M）により合意する。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

終了時評価調査は、本邦からの調査団員とシエラレオネ政府評価メンバーから成る合同チーム

によって2014年1月8日から1月24日の17日間（現地調査）にわたり実施された。合同チームメンバ

ーの構成は、以下のとおりであった。 

 

＜シエラレオネ側メンバー＞ 

 担当 氏名 所属・職位 

1 総括 バカール・J．・バングラ MAFFS 普及局 副局長 

2 団員 ウマル・M．・サンコー MAFFS カンビア県事務所長 

3 団員 ジョセフ・S.・バングラ MAFFS 計画・評価・モニタリング・統計局 助局長

MAFFS：農業森林食糧安全保障省 

 

＜日本側メンバー＞ 

 担当分野 氏名 所属・職位 現地派遣期間 

1 総  括 栗栖 昌紀 
JICA 農村開発部  乾燥畑作地帯第二課

課長 
2014年1月14～25日 

2 評価分析 板垣 啓子 株式会社 国際開発アソシエイツ 2014年1月7～25日 

3 計画管理 加藤 麻季 
JICA 農村開発部  乾燥畑作地帯第二課

特別嘱託 
2014年1月14～25日 

 

１－３ 調査日程 

日付 曜日 
行  程 

団長 計画管理 評価分析 

1月6日 月   東京発 

7日 火   フリータウン着 

8日 水   

JICA事務所打合せ 

MAFFS 関係者インタビュー及び評価手法説明 

世界銀行 インタビュー及び意見交換 

9日 木   
シエラレオネ農業研究所（SLARI）所長・所員インタビュー

午後：資料整理 

10日 金   

カンビア県へ出発 

RARC カウンターパート（C/P）インタビュー 

MAFFSカンビア県事務所 所長・課長インタビュー 

MAFFSカンビア県事務所 普及員インタビュー 

11日 土   
プロジェクト専門家インタビュー 

現地サイト調査 

12日 日   追加情報収集、資料整理 
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13日 月 東京発 カンビア県発、フリータウンへ移動 

14日 火 フリータウン着 資料整理 

15日 水 

JICA事務所打合せ 

国連世界食糧計画（WFP）インタビュー及び意見交換 

MAFFS C/Pインタビュー 

16日 木 

MAFFS 副農業大臣 I 表敬 

MAFFS DG表敬・意見交換 

フリータウン発、ロクープルへ移動 

RARC 訪問・視察、所長・所員インタビュー 

ロクープル発、カンビアへ移動 

17日 金 

MAFFSカンビア県事務所訪問、県事務所長（DAO）表敬 

C/Pによるプロジェクト説明、C/Pインタビュー 

午後：現地サイト視察、農民組織（FBO）農家インタビュー 

18日 土 現地サイト視察、FBO農家インタビュー 

19日 日 

民間投資農場の視察及び意見交換 

ポートロコからフリータウンへ移動 

在ガーナ・二階特命全権大使との意見交換・会食 

20日 月 
AfricaRice インタビュー及び意見交換（SLFO事務所） 

評価レポート協議・説明 

21日 火 

バングラデシュ農村向上委員会（BRAC）インタビュー及び意見交換 

国際農業開発基金（IFAD）インタビュー及び意見交換 

資料整理 

22日 水 

国連食糧農業機関（FAO）インタビュー及び意見交換 

アフリカ開発銀行〔AfDB。農業セクター復興プロジェクト（ASREP）担当者〕

インタビュー及び意見交換 

資料整理 

23日 木 
評価レポート協議・説明（副大臣 I、総局長） 

評価レポートの署名 

24日 金 

合同調整委員会（JCC）での評価結果説明（MAFFS） 

MAFFS大臣とM/Mの署名・交換 

JICA事務所報告 

25日 土 フリータウン発 

26日 日 移動 

27日 月 東京着 

 

１－４ 主要面談者 

１－４－１ シエラレオネ側面談者 

（1）農業森林食糧安全保障省（Ministry of Agriculture, Forestry and Food Security：MAFFS） 

Mr. Joseph Sam Sesay Minister 

Ms. Marie Jalloh Deputy Minister I 

Mr. Francis A. R. Sankoh Director General 

Mr. Bakarr J. Bangura Deputy Director, Extension 
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Mr. Joseph S. Bangura Assistant Director, Monitoring & Evaluation 

 

（2）農業森林食糧安全保障省カンビア県事務所（Ministry of Agriculture, Forestry and Food 

Security, Kambia District Office：MAFFS-K） 

Mr. Umaru M. Sankoh District Agriculture Officer 

Mr. Alimamy Mac Kargbo Crops Officer 

Mr. John B. Kamara District Coordinator 

Mr. Daniel N. Kamara Block Extension Officer 

Mr. Idriss Fofana Block Extension Officer 

Mr. Daniel K. Serry Block Extension Officer 

Mr. Bai K. Mansaray Field Extension Worker 

Mr. Amara Kargbo Extension Officer 

Mr. Darice M. Kamara Extension Officer 

Mr. John A. Lakkoh AES Officer 

Mr. Andrew Mambu Technical Officer 

Mr. Lattiff Sesay M&E Officer 

 

（3）ロクープル農業研究所（Rokupr Agricultural Research Center：RARC） 

Dr. C. S. Kamara Director 

Dr. Idriss Baggie Officer in Charge 

Mr. Foday Souma Research Officer 

Mr. Joseph Conteh Administration Officer 

 

（4）シエラレオネ農業研究所（Sierra Leone Agricultural Research Institute：SLARI） 

Dr. Alpha K. Lakoh Acting Director 

Mr. Daniel Formah Project Development and Management 

Mr. Matthew L. S. Gboku  

 

１－４－２ 日本側面談者 

（1）在シエラレオネ・フィールドオフィス 

長谷川 敏久 企画調査員 

佐野 明平 企画調査員 

 

（2）プロジェクト専門家 

君島 崇 総括/稲作技術改善/普及員研修 

西谷 光生 副総括/普及プログラム開発 

山口 淳一 稲作技術1 

竹村 光春 栽培技術（普及）補助/業務調整 
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（3）他機関面談者 

焼家 直江 Deputy Country Director, WFP 

Mr. Hardwick Tchale Program Officer, Agricultural and Rural Development Sector, WB 

Dr. Bert Meertens Rice Research Coordinator, RARC（Consultant from AfricaRice） 

Mr. Tapan Kumar Lamaker Country Representative, BRAC 

Ms. Mariatu Kamara Country Officer, IFAD 

Mr. Walter de Oliveira Senior Financial Management Officer, FAO 

Mr. Farah Konkofa Koroma Senior Financial Management Officer, AfDB 

Mr. Patrick Agboma Chief Operations Officer, AfDB（via telephone） 

Mr. James Romeo Koroma Project Coordinator for ASREP, AfDB 

Mr. Samuel A. Conteh M&E Officer for ASREP, AfDB 

Ms. Adama Lamin Sawaneh Procurement Officer for ASREP, AfDB 

Mr. Fritz Winther General Director, Golden Mills Ltd., Scandinavian Farming Sierra 

Leone 

 

（4）在ガーナ日本大使館意見交換・会食参加者 

二階 尚人 駐ガーナ日本国特命全権大使 

原 ゆかり 在ガーナ日本大使館書記官 

古川 顕 シエラレオネ共和国中学校理数科教育の質向上プロジェクト専門家 

鈴木 俊介 シエラレオネ共和国サポーティブスーパービジョンシステム強化プロジェ

クト統括 

肥後 武司 シエラレオネ共和国カンビア県地域開発能力向上プロジェクト専門家 

 

１－５ 対象プロジェクトの概要 

１－５－１ 上位目標 

カンビア県のコメ生産量が増加する。TP-R（稲作技術パッケージ）と普及手法がシエラレオ

ネ全国で利用される。 

 

１－５－２ 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

シエラレオネ全土に適用可能な稲作技術及び普及手法が確立する。 

 

１－５－３ プロジェクトの成果（アウトプット） 

成果1：農家圃場での実証試験を通じてより高い収量と収益を実現可能な稲作技術パッケージ

（TP-R）に改訂される。 

成果2：カンビア県の農民組織（FBO）を通じて小規模農家に対しTP-Rが普及される。 

成果3：カンビア県以外の県農業事務所の職員にTP-Rと普及手法が普及される。 

 

１－５－４ 活 動 

1-1. 必要に応じ、カンビア県以外の地域において稲作に関する情報収集及び現地踏査を行う。 

1-2. 前回のJICA技術協力プロジェクトで作成したTP-Rの改訂の方向性を決定する。 
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1-3. 農家圃場でのTP-R実証試験に係る年間計画を策定する。 

1-4. 農家圃場実証試験の実施対象地となる場所を選定する。 

1-5. RARCでポット施肥試験を行い、選定された農家圃場において実証試験を行う。 

1-6. さまざまな側面からポット施肥試験及び農家圃場実証試験結果をモニター・分析する。 

1-7. 農家圃場実証試験結果及び農民の反応をTP-Rに反映させる。 

2-1. 農民フィールド学校（Farmers Field School：FFS）手法にのっとり普及に係る年間計画を

策定する。 

2-2. TP-Rに基づく稲作のFFS実施ガイドラインとFFSで用いる教材を作成する。 

2-3. 選定されたFBOsと協力して、FFS試験圃場を選定する。 

2-4. 普及員及び選定されたFBOに所属する農民ファシリテーターに対する研修を実施する。 

2-5. 選定されたFBOsと連携しFFS試験圃場を設置する。 

2-6. FFS試験圃場に拠点を置き、普及活動を実施する。 

2-7. 普及活動の進捗についてモニタリングを行う。 

2-8. 普及活動の結果をTP-Rの改良普及手法として取りまとめる。 

3-1. カンビア県以外のMAFFS県農業事務所の職員対象の研修計画を作成する。 

3-2. TP-R及び普及手法についての研修を実施する。 

3-3. 全国の県農業事務所におけるTP-Rと普及手法の活用状況をモニタリングする。 

 

１－５－５ 実施期間 

2010年10月～2014年9月（4年間） 

 

１－５－６ 対象地域 

カンビア県 

 

１－５－７ C/P機関 

農業森林食糧安全保障省（Ministry of Agriculture, Forestry and Food Security：MAFFS） 
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第２章 終了時評価調査の方法 
 

２－１ 終了時評価調査の視点と手法 

本案件の実績の検証、実施プロセスの検証、評価5項目について評価を実施した。各項目の評価

設問と評価指標については、評価グリッド（付属資料２）を参照のこと。 

 

２－２ 調査項目と方法 

２－２－１ 主な調査項目 

本終了時評価は「新JICA事業評価ガイドライン第1版」（2010年6月改訂）に準拠して実施した。

PDMやその他関係資料に基づいて評価設問（調査すべき項目）を検討し、プロジェクトの実績、

実施プロセス、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に関する評価グリッ

ドを作成した。実績、実施プロセス、評価5項目の定義は以下のとおりである。 

 

（1）実 績 

投入、アウトプット、プロジェクト目標、上位目標に関する達成度、もしくは達成予測

に関する情報 

 

（2）実施プロセス 

活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関するさまざまな情報 

 

（3）評価5項目 

妥当性 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益

者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と

日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当

か、などといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点 

有効性 

 

プロジェクトの実施により、プロジェクトの目標が達成され、本当に受益者

もしくは社会への便益がもたらされているのか（あるいは、もたらされるの

か）を問う視点 

効率性 

 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、投入した資源が有効に活

用されているか（あるいは、されるか）を問う視点 

インパクト プロジェクトの実施によってもたらされる、正、負の変化を問う視点（直接、

間接の効果、予測した・しなかった効果を含む） 

持続性 プロジェクトで生まれた効果が、協力終了後も持続しているか（またはでき

るか）を問う視点 

 

２－２－２ 評価実施方法 

評価グリッドに基づいて以下の方法で情報・データを収集し、評価分析を行った。 

 

（1）文献・既存資料調査 

・派遣専門家報告書 
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・中間レビュー報告書 

・専門家提供資料 

・その他 

 

（2）サイト調査 

カンビア県トロクレイFBO圃場、マシアカFBO圃場、ラヤFBO圃場、RARCなどを訪問し、

活動状況を調査した。 

 

（3）聞き取り調査 

日本人長期専門家、C/P（MAFFS本省及びカンビア県事務所、RARC）、農業普及員、農

民等を対象に聞き取り調査を実施した。 
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第３章 プロジェクトの進捗状況 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

（1）専門家派遣 

本プロジェクトには、総括、副総括、稲作技術改善、普及プログラム開発、普及員研修、

栽培技術、栽培試験研究、普及教材開発等の分野の専門家11名が、2013年9月末まで合計約

93人月の期間派遣された。専門家派遣の詳細については付属資料１の英文合同評価報告書

Annex 5を参照されたい。 

 

（2）機材供与 

プロジェクト活動の実施及び技術移転に必要な車両、コンピュータ等事務機器、試験器

具等が要請され、総額約40万米ドル相当の機材が供与された。これら供与機材の詳細につ

いては付属資料１の英文報告書Annex 6に示すとおりである。 

 

（3）本邦及び第三国研修 

シエラレオネ側C/Pのうち4名が本邦研修、4名がマラウイ、1名がエジプトでの第三国研

修に参加した。これらの研修の詳細については付属資料１の英文報告書Annex 7を参照され

たい。 

 

（4）現地業務費支出 

これまでに総計で13億4,400万シエラレオネ・レオン（約29万6,400米ドル）のローカルコ

スト負担が行われた。プロジェクト年次ごとの支出実績は下表３－１に示すとおりである。 

 

表３－１ 現地業務費支出実績 
（シエラレオネ・レオン） 

プロジェクト 

年次 

第1年次 

2011年10月～ 

2012年3月 

第2年次 

2012年4月～ 

2012年9月 

第3年次 

2012年10月～ 

2013年9月 

合計 

金額 237,148,224 622,553,800 473,867,400 1,333,569,424

出所：持続的稲作開発プロジェクト（SRDP）終了時評価事前資料（2013年11月） 

 

３－１－２ シエラレオネ側投入 

（1）C/Pの配置 

シエラレオネ側C/Pとして、MAFFS本省より3名、MAFFSカンビア県事務所から26名1、

SLARIから1名、RARCから3名が配置された。C/Pの詳細は付属資料１の英文報告書Annex 8

のとおりである。 

                                                        
1 英文報告書においては“a cumulative total of twenty-three (23) counterpart personnel was assigned to the Project：three (3) persons 

from MAFFS HQ, sixteen (16) persons from MAFFS-K”と記載があるが、これは誤りであり、MAFFSカンビア県事務所から26

名、延べ総数33名が正確な数である。 
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（2）土地、施設等の提供 

プロジェクト開始当初より、シエラレオネ側より、MAFFSカンビア県事務所及びRARC

内に専門家執務室と、これら執務室の家具調度及び水道設備が提供された。また、2013年5

月からはMAFFS本省内にもプロジェクト執務室及び付帯施設が提供された。更にRARCか

らは温室（Net House）建設のための土地が提供された。 

 

３－２ 成果達成状況 

本プロジェクトにおいては、既往協力により策定されたTP-Rに基づき、更なる収量と収益の増

加をもたらす技術を新たに加え、全国普及に資する改訂版TP-Rを策定することを目標として、3つ

の成果が設定されている。各成果達成のための活動状況及び達成度は以下のとおりである。 

 

成果1： 

 農家圃場での実証試験を通じてより高い収量と収益を実現可能な稲作技術パッケージ

（TP-R）に改訂される。 

指標： 

1．改訂TP-Rを適用した実証農家圃場の80％の場所において、2013年作期までに3.0Mt/ha以上

の収量が得られる。 

2．適切な施肥量と収益性を説明する改訂TP-Rが作成される。 

3．普及員が利用するTP-Rマニュアルが作成される。 

 

プロジェクトでは、先行協力であるカンビア県農業強化支援プロジェクト（ADPK）において作

成されたTP-Rを基に、収量増加に資する施肥技術（施肥量、配合比率、時期）と、施肥効果確保

のための栽培管理技術（圃場水管理等）を追加した改訂版策定のための各種実証を実施してきた。

対象地域に設置された実証圃場で行われた圃場実証結果は下表３－２に示すとおりである。プロ

ジェクトでは、各作期の実証の結果を反映して施肥量と配合比率を漸次修正して実証を繰り返し

てきており、それに応じて、3t以上の収量が得られた処理区の数も増加してきた。2012/13年乾期

においては実証圃場の75％において目標収量が達成されており、本調査時にプロジェクトが開始

した最後の施肥実証においては、80％以上の圃場における目標達成が期待される。なお、2012/13

年乾期作には最高でha当たり3.6t、2013年雨期には4.1tの収量が報告されている。 

 

表３－２ 各作期における実証圃場収量 

作期 
実証圃場 

処理区数（注1）

3t以上の収量が 

得られた処理区 

数 ％ 

2011年雨期 8 1 12.5 

2012年雨期 19 7 36.8 

2013年雨期 12 5 41.7 

2012/13年乾期 4 3 75.0 

2013/14年乾期 16 実証未了 

注1：各プロットで異なる処理の実証が行われている。 

出所：プロジェクト事業進捗報告書3、同5及び同6より作成 
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シエラレオネにおいては一般的に土壌肥沃度が低いため、施肥技術は改訂TP-Rの重要な構成要

素となっている。適切な施肥量を検討するにあたり、プロジェクトでは、土壌の肥沃度の把握及

び最適養分施用量の検討のためのポット試験を実施した。その結果、対象地域の土壌には硫黄

（Sulfur：S）が不足しており、窒素（Nitrogen：N）、カリウム（Kalium：K）においては軽微な程

度、リン（Phosphorus：P）に関しては相当程度、投入効果が阻害されることが明らかとなった。

シエラレオネにおいて、Sは一般的に市販されておらず、市場に流通している肥料はNPK同率の化

成肥料であるため、プロジェクトでは現在、N-P2O5-K2Oの割合を45-45-45kg/haとする暫定的な施

肥量2を提示しており、FBO圃場での活動には本施肥量が適用されている。 

なお、改訂TP-Rが将来的に全国への適用を目的とするものであることから、プロジェクトでは

更にカンビア県以外の土壌についても肥沃度評価試験を行い、要素欠乏状況がほぼ同様であるこ

とを確認している。よって、カンビア県での実証結果に基づいて決定される施肥量は全国の内陸

低湿地帯（Inland Valley Swamp：IVS）におおむね適用可能であると考えられる。プロジェクトで

は現在の乾期作において最終的な施肥実証を行っており、その結果と対費用効果面での検討に基

づいて、最終的な推奨施肥量が決定されることとなる。 

TP-Rマニュアルについては、上記の暫定施肥量を記載した改訂TP-Rに準ずるドラフトが作成さ

れており、MAFFSカンビア県事務所傘下の普及員、その他関係者による検討が行われている。最

終的な推奨施肥量の決定後、更なる検討・議論を通じて改訂が加えられることになっており、協

力期間終了までには最終版が完成する予定である。 

以上のことから、成果1に関しては達成見込みが高いことが確認された。 

 

成果2：カンビア県の農民組織（FBO）を通じて小規模農家に対しTP-Rが普及される。 

指標： 

1．300名以上のFBOメンバー農民がTP-Rに関する研修を受講する。 

2．研修を受けたFBO農民の50％以上がTP-Rの複数の技術を適用する。 

3．改訂版TP-Rを普及するための普及教材が作成される。 

4．TP-Rに基づく稲作に関するFFS実施ガイドラインが作成される。 

 

本調査時点で、カンビア県には65のFBOが組織されており、プロジェクトはそのうちIVSで稲作

を行っている32のFBOを主対象として支援を行ってきた。表３－３に示すとおり、プロジェクト開

始以来2013年9月末までに、TP-Rのさまざまな技術コンポーネントに関する研修が、農民リーダー、

FBO参加農民を対象として13回実施され、指標の達成目標値300名を上回る561名がTP-Rに関する

研修を受講した（各FBO農民の参加状況詳細については、文末参考資料１「研修参加農民詳細一覧」

を参照）。 

 

                                                        
2 プロジェクトが暫定的に提唱している本施肥量はRARCによる現在の推奨施肥量（60-40-40）とは異なっており、関係者間で

の継続的な議論が行われている。改訂TP-Rの最終化とMAFFSとしての公的な承認に先立って、施肥量についてのRARCとの

十分な協議・合意が必要となる。  
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表３－３ プロジェクト実施研修実績 

研修タイトル 日数 実施日 
参加者数

（人日）
参加者の内訳 

Small irrigation development in 

IVS for the second cropping （1） 
7 

2012年3月26日～ 

4月4日 
70 FBO 農民、Masunthu

Small irrigation development in 

IVS for the second cropping （2） 
6 2012年4月5～12日 59 FBO 農民、Robis 

Review of the farming practices 3 
2012年5月31日～ 

6月2日 
58 FBO 農民、20 FBOs

Review of the farming practices 3 
2012年6月22、23、

29日 
50 FBO 農民、20 FBOs

Review of the farming practices 1 2012年6月29日 10 農民リーダー 

Field visit to good practice FBO 

field at Laya 
1 2012年11月9日 9 FBO 農民、3 FBOs 

Field visit to good practice FBO 

field at Masunthu 
1 2012年11月14日 14 FBO 農民、5 FBOs 

Field visit to good practice FBO 

field at Masiaka 
1 2012年11月26日 13 FBO 農民、6 FBOs 

Review of the farming practices 

Feature of dry season cropping 
1 2012年12月27日 50 FBO 農民、3 FBOs 

Review of the farming practices 

Feature of dry season cropping 
1 2013年1月5日 52 FBO 農民、3 FBOs 

Review of the farming practices 

Feature of dry season cropping 
1 2013年1月28日 52 FBO 農民、5 FBOs 

Review of dry season cropping 2 2013年5月17～18日 59 FBO 農民、10 FBOs

Review of the farming practices 3 2013年6月19～21日 65 FBO 農民、19 FBOs

合計 31  561  

出所：SRDP終了時評価事前資料（2013年11月） 

 

農民による習得技術の適用度を確認するため、プロジェクトでは2011年、2012年に支援を行っ

た5つのFBO（Masineh、Masunthu、Mathoreneh、Rotifunk及びTolokuray）から任意抽出した50名の

農民を対象とする調査を2013年3月に実施した。表３－４に示すとおり、調査対象となった農民の

50％以上が、16項目のTP-R推奨技術のうち、12項目を適用していると回答しており、うち7項目に

ついては、80％以上の農民が適用している。適用率が最も高い技術は、1株当たり2～3本苗移植と

代掻きであり、これらは調査対象農民の96％が適用している。また、苗の浅植えは94％、播植前

の耕起は88％の農家において実践されている。一方、播種量計算（2％）、作付けカレンダーの作

成（14％）などについては適用度が低いという結果になっている。 
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表３－４ FBO農民によるTP-R推奨稲作技術適用状況 

TP-R推奨技術 
適用率 

（％）
TP-R 推奨技術 

適用率 

（％）

1 作付けカレンダーの作成 14 9 畦畔設置 76 

2 播種前の耕起 88 10 Careful uprooting 84 

3 乾田苗代 64 11 播種後3週間の苗移植 86 

4 日照の良い苗代の設置 68 12 1株2～3本苗の移植 96 

5 発芽試験 48 13 苗の浅植え 94 

6 播種量の計算 2 14 植栽間隔（20～25cm） 46 

7 代掻き 96 15 水管理 72 

8 田面均平 80 16 除草 68 

出所：プロジェクト事業進捗報告書5 

 

現在、MAFFSカンビア県事務所監督下の農業普及活動はおおむね、図３－１に示す形で行われ

ている。改訂TP-Rを効果的に普及するため、プロジェクトでは以下のとおり、普及関連人材の能

力強化に向けた活動にも取り組んできている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：MAFFS普及局からの聞き取りに基づき調査団作成 

図３－１ 県レベルにおける農業普及システムのイメージ3 

                                                        
3 厳密には、FBO、農業ビジネスセンター（Agricultural Business Center：ABC）は小規模農家商業化プログラム（Smallholder 

Commercialisation Programme：SCP）の枠組みで設立される組織の呼称であり、これら組織への指導は、通常の普及ではなく、

SCPの活動として追加されているものである。また、必ずしもすべての普及職員がこれらの組織に対する指導にあたるわけで

なく、SCPの実施体制においては「Community Facilitator」や 「FFS Supervisor」等の職位を付与された普及員の職務となって

いる。 
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改訂TP-Rを構成する個別技術については、既に普及教材のドラフトが作成（ただし、推奨施肥

については暫定施肥量を記載）されており、現場普及員をはじめとする関係者に配布済みである。

現場普及員がこれら普及教材を実際の農家指導に活用し、そのフィードバックやコメントを踏ま

えて、プロジェクト終了までには普及教材が最終化される予定である。 

FFS実施ガイドラインは、改訂TP-Rの技術について、上記普及教材を用いた指導方法を網羅的に

示すものであるが、これについても既にドラフトが作成されており、MAFFSカンビア県事務所及

びMAFFS本省の関係者に配布されている。プロジェクトでは今後、実際に同ガイドを使用する立

場の関係者との密な協議を行い、プロジェクト終了までに最終版を確定すべく準備を行っている。 

以上のことから、本成果についてもプロジェクト期間内にほぼ達成のめどは立っていると判断

された。 

 

成果3：カンビア県以外の県農業事務所の職員にTP-Rと普及手法が普及される。 

指標： 

1．30名の職員がTP-Rと普及手法に関する知識・スキルを身に着ける。 

 

プロジェクトでは現在、全国の県MAFFS関連職員約100名を対象とした改訂TP-R研修の実施を表

３－５のとおり計画している。MAFFS本省での協議に基づき、より高い普及効果を得るために、

当初計画で想定されていたDAO、普及担当官に加え、作物担当官や地域担当普及員（Block Extension 

Supervisor：BES）も研修対象に含むことが合意された。本研修実施にあたっては、MAFFS本省、

MAFFSカンビア県事務所、RARCから、本プロジェクトに参加したC/Pが積極的に関与することが

期待されている。以上のことから、本成果についても達成見込みは高いと判断された。 

 

表３－５ 他県の農業関連職員対象研修実施計画（案） 

回 日程 
参加予定者数 対象

県数DAO 作物担当官 普及担当官 BES 合計 

1 2014年3月17～19日 4 4 4 22 34 4 

2 2014年3月24～26日 4 4 4 22 34 4 

3 2014年3月31日～4月2日 5 5 5 21 36 5 

合計 13 13 13 65 104 13 

出所：MAFFS普及局及び日本人専門家からの聞き取りに基づき調査団作成 

 

３－３ プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標：シエラレオネ全土に適用可能な稲作技術及び普及手法が確立する。 

指標： 

1．MAFFSがTP-Rと普及手法を公式に推奨する。 

2．研修を受講した各県のMAFFS 職員の80％以上がTP-R 及びその普及手法の有効性を確認

する。 

 

プロジェクト目標の達成見込みに関する検討において、改訂TP-Rの適用可能性に関する定義が
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議論となった。改訂TP-Rはカンビア県のIVSの状況を前提として策定されるものであり、マングロ

ーブ湿地、ボリランド、河川氾濫原、畑地等、シエラレオネの他の稲作生態系に必ずしも適用可

能な技術から構成されているわけではない。よって、本調査においては、TP-Rの適用可能性をあ

くまで「シオラレオネ全土のIVS」に限定することとし、その定義に沿って目標達成の見込みを検

討した4。 

前節で確認したとおり、TP-R改訂作業は順調に進められており、収量増加の必須要素である施

肥技術に関して最終的な検討を残すのみとなっている。MAFFSにおいては、各種会合、プロジェ

クトが実施したセミナー等の機会を通じて、実務レベルの技術職員のみならず意思決定レベルに

対してもプロジェクトの活動実績の詳細が具体的なデータとともに報告されている。また大臣を

含むMAFFS高官がプロジェクトサイトを訪問し、農家圃場の生産状況視察、FBOからの聞き取り

を行ったことにより、プロジェクトが提唱するTP-Rの有効性に対する理解が促進されてきた。し

たがって、最終的な推奨施肥技術を含む改訂TP-Rが、MAFFSによって公的に承認され、IVSにお

ける標準的な稲作技術として推奨される可能性は高いと判断される。 

全国の県農業事務所関係職員を対象とした研修については、2014年3月から4月にかけて3回に分

けての実施が計画されており、これらの職員から、あるいは彼らが監督する現場普及員を通じて

農民に技術指導が行われるのは2014年雨期作からになる。雨期作の収穫は早くとも2014年の11月

以降となるため、研修受講者が普及したTP-Rの有効性をプロジェクト終了前に確認することは困

難であるが、研修にはカンビア県での現場視察が含まれており、これによって研修受講者にTP-R

の有効性が理解されることが期待できる。指標の入手手段が研修受講者へのアンケート調査であ

る点にもかんがみ、本指標の達成には一定の見込みがあると判断される。しかし、研修受講者に

よるTP-Rの普及がもたらす実際の効果については、プロジェクト終了後に別途MAFFSがフォロー

アップとモニタリングを実施して確認する必要がある。 

以上のことから、指標2の「有効性」の検証は困難なためPDM変更による指標修正は必要となる

が、指標1の達成見込みをもって「稲作技術及び普及手法の確立」はプロジェクト期間中に達成見

込みと判断した。 

 

３－４ 実施プロセス 

３－４－１ 意思決定とモニタリングのメカニズム 

プロジェクトの最高意思決定機関である合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）

は大臣を議長としてこれまでに6回開催され、プロジェクトの活動進捗及び成果達成状況と次期

活動計画内容の確認・承認等の機能を担ってきた。日常的なプロジェクト運営に関しては、

MAFFSカンビア県事務所DAOであるプロジェクトマネジャーと日本人専門家チームが定期的に

連絡を取りあって業務上の意思決定を行っている。各FBOによる現場活動のモニタリングに関し

ては、現場普及員のみならず、プロジェクトが雇用し配置したアシスタントが対象FBOとプロジェ

クト関係者の間の連絡調整にあたっている。このような意思決定及びモニタリングの体制は、

プロジェクトの活動を円滑に進めていくうえで有効であった。 

                                                        
4 TP-Rの適用可能性については上位目標にも関係してくる事項であるため、プロジェクト終了後（3年後を想定）に実施される

事後評価での混乱を避けるためにも、プロジェクト終了前にPDMを改訂し、本定義を追加しておくことは有用と思われる。 
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３－４－２ プロジェクト関係者間の連絡調整 

本プロジェクトにおいては、広範な地域に存在する多数のFBOを対象とした現地活動に比重が

置かれており、日本人専門家の比較的短期のシャトル型派遣、異なる指揮系統の組織からのC/P

の配置などとも相まって、プロジェクト関係者間での会合を定期的に開催することは困難であ

った。しかしながら、プロジェクトとC/P、受益FBO農民との間には円滑な連絡調整・コミュニ

ケーションが構築されていた。特に、インタビュー対象となった現場普及員や農民は、プロジェ

クトによる情報共有の努力を高く評価しており、現場活動の計画・スケジュールに関して常に

事前の相談・調整が行われたことにより、彼らのプロジェクト活動への円滑な参加が可能にな

ったことが報告されている。 

 

３－５ 中間評価における提言への対応状況 

2012年6～7月に行われた中間レビュー調査においては、協力期間後半のプロジェクトの効果的

な実施に向け、運営管理面及び技術面に関する9項目の提言がなされている。今般調査においては、

プロジェクトの努力により、それらの提言に対する適切な対応がなされたことを確認した（提言

とそれらへの具体的な対応の内容については付属資料１の合同評価報告書Annex 9を参照された

い）。 
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第４章 評価結果と結論 
 

４－１ 評価5項目による評価結果 

４－１－１ 妥当性 

以下の理由から、本プロジェクトの妥当性は高いと評価された。 

 

（1）対象地域・受益者のニーズとの合致 

対象地域の住民の大半は農業に従事しており、その90％以上は主食であるコメを栽培し

ているが、自給には至っていない状況である。本プロジェクトが導入した稲作技術は生産

増加をもたらしており、農民のみならず普及員からも高い評価を得ている。本調査のイン

タビューにおいても、技術適用により収量が増加し、これらの改善された技術を継続的に

活用することに対する農民の意欲が報告されている。よって本プロジェクトの内容は地域

及び受益者のニーズに対する適切な対応であったと考えられる。 

 

（2）シエラレオネ政府の政策との整合性 

シエラレオネにおいては2012年11月に大統領選挙が行われたが、政権交代がなかったた

め、貧困削減戦略ペーパー「Agenda for Change（2007-2012）」及び「Agenda for Prosperity 

（2013-2017）」、また農業開発投資計画「国家持続的農業開発計画〔National Sustainable 

Agriculture Development Plan（NSADP）：2010-2030〕」等の国家開発計画の方向性に大幅な変

更はなく、農業の生産性と競争力の向上、特に小規模農家の生産強化は依然として重要課

題と認識されている。また、NSADPの5カ年計画である「小規模農家商業化プログラム

（SCP：2010-2015）」は国家旗艦プログラムとして注力されており、「国家稲作振興戦略

〔National Rice Development Strategy（NRDS）：2009-2018〕」においても国内の稲作生産向上

が目的とされている。本プロジェクトはこれらのプログラムの方向性に沿った計画内容と

なっており、それら政策目標の実現に貢献するものであることから、シエラレオネ政府の

開発政策、農業セクター計画との整合性は確保されている。 

 

（3）日本の開発援助政策との整合性 

2012年12月に策定された「対シエラレオネ共和国国別援助方針」においては、開発の進

展に向けた経済的・人的基盤の形成が大目標のひとつにうたわれており、重点分野である

人的基盤の強化に関しても、農業分野では主要作物であるコメの生産性向上のための稲作

技術や普及手法の確立への支援を行うことが明記されている。事業展開計画においても、

農業セクターの人的基盤強化という重点課題への対応として農業農村開発プログラムが展

開されており、本プロジェクトは同プログラムの重要なコンポーネントと位置づけられて

いる。これらの点から、本プロジェクトの方向性とわが国の援助政策との整合性は依然と

して確保されていることが確認された。 

 

（4）プロジェクトデザインの適切性 

カンビア県はシエラレオネの稲生産の中心地であり、アフリカ最古の稲研究所も存在す

る地域であることから、本プロジェクトの対象地として適切であった。また、わが国は稲
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作の技術開発普及の長い経験を有しており、日本の技術の優位性の観点からも妥当性が高

い。さらに、シエラレオネの農業セクター、特にSCPに対しては他ドナーからも多くの支援

が行われているが、その多くがインフラ整備や投入財供与などに集中しているところ、技

術協力を通じて農民や普及員の能力向上を図る本プロジェクトのアプローチは、援助効果

の促進という観点からも適切であったと考えられる。 

 

４－１－２ 有効性 

前章に既述した成果達成度の確認に基づき、本プロジェクトの目標が協力期間内に達成され

る見込みは高いと判断され、プロジェクト実施の有効性は高いといえる。 

 

（1）プロジェクト目標達成の見込み 

本プロジェクトの目標はシエラレオネ全土に適応可能な稲作技術と普及方法を確立する

ことである。カンビア県でのこれまでの研修・現地指導の活動を通じ、改良稲作技術の適

用とそれによる収量増加、更に農民間での波及が報告されており、プロジェクトが策定し

ている改訂TP-Rの効果が発現しつつある。また、他県の土壌サンプル分析結果から、カン

ビア県での実証を通じて得られる推奨施肥量が全国に応用可能であることが示唆されてお

り、協力期間内にプロジェクト目標が達成される見込みは高いと考えられる。 

 

（2）プロジェクト目標達成に対する成果の貢献度 

本プロジェクトの目標は、まず改訂TP-Rと普及方法の策定、次いで同技術パッケージの

カンビア県内での普及実証、更に他県の農業普及関係者への普及という時系列的な3つの成

果によって達成されることとなっており、これら成果の達成がプロジェクト目標に結びつ

く論理性は依然として確保されている。また、前章で確認したとおり、これら3つの成果は

適切かつ着実に達成されつつあり、プロジェクト目標の達成に貢献するものと考えられる。 

 

（3）プロジェクトの有効性に対する貢献要因 

本プロジェクトの実施過程において、運営管理に重要な役割を果たす地位のC/Pが継続的

にプロジェクトに関与したこと、一例として、MAFFSカンビア県事務所のDAO交代に際し、

プロジェクトのフォーカルパーソンに指定されていたモニタリング・評価担当官が抜擢さ

れたこと等は、プロジェクトの円滑な運営にとって貢献要因となった。また、プロジェク

トでは退職した現場普及員を現地活動のアシスタントとして雇用したが、彼らは対象地域

での活動経験を蓄積しており、農民との信頼関係も獲得していたため、特に現地活動を効

果的に進めるうえで大きく貢献したと考えられる。 

 

（4）プロジェクトの有効性に対する阻害要因 

本プロジェクトは国家旗艦プログラムであるSCPの枠組みに沿って計画されており、SCP

の他のコンポーネントを通じて普及員の活動支援及び農民への生産活動支援が行われるこ

とを前提とした投入が計画されていた。しかしながら、MAFFSとドナーとの間の協定締結

の遅れから、普及活動に対する支援が行われず、プロジェクトからの追加投入により、限

定的な支援を行う結果となった。現場普及員からは、移動手段の確保や手当等に関する支
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援が不十分であった点が指摘されており、それは必然的に彼らの意欲や現場活動の実績に

負の影響をもたらした。また、プロジェクトが策定する改訂TP-Rは、施肥技術を重要な要

素として含むものであるため、SCP実施の遅れによって農民への生産支援、特に肥料に関す

る支援が滞った場合、将来的な改訂TP-Rの普及そのものにも影響を及ぼしかねないことが

懸念される。 

また、プロジェクト対象地域の一般状況として、物理的・社会的な環境が極めて厳しい

という点も指摘された。支援対象FBOは広域に点在しており、通信・移動手段には制約が大

きい。さらに、特に地方部において、外国援助プロジェクトの実務を十分に補佐できるよ

うな人材を確保することは困難であり、専門家チームに少なからぬ負荷がかかった面は否

定できない。対象地域の状況は所与の条件であり、本プロジェクトにおいては関係者の努

力により活動の進捗や成果達成への直接的な影響が生じることはなかったが、プロジェク

トの目標達成に対する阻害要因となり得る問題として留意しておくべき点であろう。 

 

（5）外部条件の変化による影響 

2013年の雨期に一部のFBO圃場が冠水し、収量に影響が出た例が報告されたが、現地活動

の実施そのものに支障を来した事例はなく、研修を受講した普及員の定着についても、若

干の人員の異動はありつつも、継続的に農民への指導が行われていることが確認された。

農民の肥料入手については、プロジェクトから対象FBOに対する肥料供与が行われており、

SCPの実施の遅れによる影響は生じなかった。よって、外部条件の変化による特筆すべき問

題はなかったと判断される。 

 

４－１－３ 効率性 

本プロジェクトの運営において、日本・シエラレオネ側双方の投入に関しては若干の問題点

が指摘されたが、それらが成果達成を阻害することはなく、本プロジェクトの効率性は高いと

判断された。 

 

（1）投入によるアウトプットの達成度 

日本側、シエラレオネ側双方からの投入に関しては、その一部について下記のとおり若

干の問題が指摘されたものの、活動は円滑に実施され、成果はおおむね計画どおりに産出

された。 

 

① 日本側投入 

専門家の派遣はおおむね適切であり、C/Pや受益農民との関係も良好であるが、一部の

プロジェクト関係者からは、比較的短期のシャトル派遣によって複数の専門家が交代で

現地に滞在する体制においては、C/Pが指揮系統の異なる組織から配置されていたことと

も相まって、プロジェクトチームとしての求心性確保に困難があった点が指摘されてい

る。プロジェクト活動に必要な機材の供与は当初計画どおり行われており、いずれの機

材も良好な状態で維持管理され、研修活動及びプロジェクト運営管理業務のために有効

活用されている。本邦及びマラウイ、エジプトで実施されたC/P研修の参加者は、研修内

容が適切なものであり、プロジェクト活動のみならず各々の通常業務遂行に際しても有
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益であると評価している。 

 

② シエラレオネ側投入 

本プロジェクトには、MAFFS本省、カンビア県農業事務所及びRARCから活動に必要

な分野のC/Pが配置された。また、MAFFS本省、カンビア県農業事務所及びRARC内の専

門家執務室及び付帯施設が提供され、円滑なプロジェクト活動運営に貢献した。しかし

ながら、前述のとおり、SCP実施の遅れによって、当初予定されていたプロジェクト運営

費、特に普及関連の経費が手当されず、日本側の追加的措置による限定的な支援にとど

まったことは問題であった。 

 

（2）過去の協力成果の活用 

本プロジェクトは、先行するADPKの後継案件として実施されており、同プロジェクトで

開発された改良稲作技術が、既にTP-Rとして取りまとめられていた。また、一部のC/P、特

に少なからぬ数のカンビア県関係者は先行協力事業に参加しており、改良稲作技術に関す

る知識・普及経験を有していた。本プロジェクトの実施に際し、これら先行協力事業の成

果や経験をもつ人材を活用できたことは、効率的なプロジェクト運営に資するものであっ

た。 

 

４－１－４ インパクト 

本調査においては、プロジェクト活動の正の効果、影響が確認され、負の効果、影響は特定

されなかった。上位目標達成へのインパクトに関しても正の効果が予想される。 

 

（1）上位目標の達成見込み 

上位目標： 

1．カンビア県のコメ生産量が増加する。 

2．TP-Rと普及手法がシエラレオネ全国で利用される。 

指標： 

1．カンビア県のコメ生産量が2014年の生産量に比較して30％増加する。 

2．カンビア県以外の県農業事務所の普及員が、本プロジェクトで改訂したTP-Rを開発

した普及手法を用いて、2018年までに1万人以上の農民に普及する。 

 

第一の目標であるコメ生産量の指標については、プロジェクト目標同様、改訂TP-Rの適

用可能性に関する定義が議論となり、TP-Rの適用可能性をIVSに限定するという理解で検証

が行われた。 

本調査においては、プロジェクト期間中の支援対象FBOの圃場における収量データに基づ

く検討を試みた。各作期の支援対象FBOは変化しており、必ずしも同一のFBO圃場の経時的

変化を示すものではない点に留意は必要であるが、表４－１に示すとおり、改訂TP-Rを適

用した圃場においては着実な収量増加傾向が認められる。雨期作については2年間で43％、

乾期作については1年間で41.4％の収量増加が達成されている。 
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表４－１ 対象FBO圃場における収量の増加 

作期 

収量確認

された圃

場数（注1） 

平均収量

（t/ha） 

前作期からの増加 初年度からの増加 

（t/ha） （％） （t/ha） （％） 

雨期作 

2011 21 1.33     

2012 10 1.66 0.33 24.9 0.33 24.9 

2013 14 1.90 0.24 14.5 0.57 43.0 

乾期作 

2011/12 8 1.73     

2012/13 10 2.44 0.72 41.4 0.72 41.4 

注1 ：プロジェクト支援対象FBOのうち、虫害により収穫がなかった、収穫時に普及員が調査訪問できなかっ

た等の理由で収量が確認されなかった圃場を除く。 

出所：プロジェクト事業進捗報告書3、同5及び同6より作成 

 

上記の傾向は、プロジェクト対象FBOのデータのみに基づくものであり、当然、カンビア

県の全IVSにおける稲作生産傾向に敷衍できるものではないという制約はあるが、少なくと

もこれらの実績からみる限り、上位目標の達成の可能性については肯定的な傾向が確認さ

れた。ただし、上位目標達成のためには、今後県の普及関係者やプロジェクト参加農民に

よって、他地域ないし他の農民への技術伝達が継続あるいは拡大されていくことが不可欠

であり、今後の継続的な支援とモニタリングが重要な条件となる。協力終了後の持続性に

ついては次節に後述する。 

第二の目標である全国への普及に関しては、本調査時点で根拠となるデータは存在せず、

プロジェクトが計画している研修の想定受講者数から単純試算するにとどまった。前章に

記述のとおり、プロジェクトでは全国のMAFFS県事務所関係者約100名を対象に、改訂TP-R

研修実施を予定しているが、そのうち65名はBESであり、BES 1名から8名の現場普及員へ

の伝達が予想される。現場普及員1名が少なくとも毎年1 FBOを指導すると想定した場合、

1 FBOの平均構成員数が30名程度であることから、指標の目標期限である2018年までには目

標値を超える1万5,000名の農民への技術伝達が行われる計算になる。改訂TP-Rの適用可能対

象はIVSに限られるので、必ずしも計算どおりの普及には至らない可能性もあるが、本指標

の達成は不可能ではないと考えられる。ただし、BES及び現場普及員の活動に対する適切な

支援とモニタリングがプロジェクト終了後も行われることが前提であり、今後の実施機関

による努力が不可欠である。 

以上のことから、上位目標の達成見込みについては中程度と評価された。 

 

（2）協力実施による正のインパクト 

対象FBOのレベルでは、改善された稲作技術の導入により収量増加がもたらされており、

食糧確保、追加収入の獲得などの正のインパクトが発現している。農民へのインタビュー

では、収穫期前には毎年恒常的に経験していた食糧不足が解消され、次作期の種籾確保が

できるようになったこと、また余剰生産物の販売により追加的な現金収入を得られるよう
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になったことなどが報告された。さらに、受益農民世帯におけるこれらの直接的な便益の

みならず、プロジェクト活動を通じて頻繁なコミュニケーションが行われ、成功体験を得

たことによってグループ構成員間の関係がより密接になったことや、新技術習得及び他農

民への指導を通じて自信を獲得したこと、また、村長（Village Headman）や首長（Paramount 

Chief）など地方有力者から認知されるようになったことなど、社会的・心理的な変化も報

告されており、これらはプロジェクトから得られた正のインパクトとして評価できよう。 

 

（3）協力実施による負のインパクト 

今般調査の時点で、特段の負のインパクトは報告・確認されなかった。 

 

４－１－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性に関しては、今後の継続的な取り組みが必要であると考えられる点

が多く、持続性が確保される見込みはやや低いという判断となった。 

 

（1）政策・制度面 

本プロジェクトは、国家旗艦プログラムであるSCPの枠組みに沿って、その実現に貢献す

るよう計画されたものである。SCPはシエラレオネ政府の長期農業セクター開発計画の第1

期を成すものと位置づけられており、農業生産性の向上、特に小規模農家の生産強化とコ

メの自給達成は今後も農業開発の主要な課題として重視されると考えられるところ、政策

的支援の継続性は高いと判断される。一方、制度面で最も重要なのは、改訂TP-Rとその普

及方法が、IVSでの稲作生産の推奨技術及び標準手法としてMAFFSにより公的に承認される

ことであり、TP-Rがその期待される効果を上げるためには、継続的な普及・モニタリング

のための体制がMAFFS本省及び県事務所に整備されることが不可欠である。しかしながら

特に実施体制に関する議論はこれまで行われてきておらず、今後、MAFFSにおいて、改訂

TP-R普及のための陣容及び県農業部との役割分担や連携調整に関する明確化が必要である。 

 

（2）組織・財政面 

本プロジェクトの活動はMAFFS県事務所の農業普及組織とSCPの普及体制にのっとって

実施されており、少なくとも今後数年の間にそれらが大幅に変更される可能性は低いと考

えられる。しかしながら、それらのシステムを機能させ、農民への支援を確実に実施する

ための財政的な裏付けは依然として不透明であり、政府は普及・試験研究に対する予算確

保を恒常的にドナー支援に依存している状況である。また、普及・試験研究に携わる人材

と能力の更なる強化は、将来的なTP-R普及に不可欠な現場での継続的なモニタリング、現

地実証を実施するうえでの大きな課題となっている。プロジェクトの全期間を通じ、MAFFS

においても努力がなされてきてはいるが、普及・試験研究職員の増員と彼らの能力向上に

は未だ時間がかかると思われるところ、現状ではプロジェクト終了後の組織・財政面での

持続性には疑問が残る。 

受益農民のレベルにおいても組織・財政面の課題が残っている。対象FBOの大半はプロジェ

クトの主導により新たに形成された、あるいは休眠状態であったものが再活性化されたグ

ループであり、SCPによるFFS研修を修了しているとはいえ、組織運営能力の面では未だ揺
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籃期の組織であって、組織運営の透明性や会計・財務管理に問題を抱える組織も多数存在

する。これらFBOの組織・財政面での持続性確保のためには、生産技術指導のみならず組織

運営・会計管理等の側面も含めて継続的かつ包括的な指導監督を継続していくことが不可

欠であると思われる。 

 

（3）技術面 

本プロジェクトでは、対象FBOのみならず、カンビア県の普及員を対象とした各種研修・

セミナー、現場指導を通じて、改訂TP-Rとその普及方法を精力的に指導してきた。一部の

普及員は習得技術を効果的に農民に指導できる能力を獲得しているが、その数は限られて

おり、今後の更なる普及のためには、改訂TP-Rを指導できる人材を育成し、彼らの能力を

強化していくことが必要である。また、プロジェクト終了後も継続的に全国にTP-Rを普及

させていくためには、プロジェクト活動に参加したMAFFSカンビア県事務所関係者を、他

地域の関係者を対象とする研修の講師として育成することも重要であり、これらは実施機

関の技術的持続性確保に係る課題であると思われる。 

受益農民レベルでは、増加の度合いはFBOにより差があるものの、インタビュー対象となっ

たすべてのFBOにおいて、プロジェクトが指導した技術の導入による収量増加が確認されて

おり、その効果に関心を喚起されたコミュニティ内の他の農民や近隣村落への技術波及も

報告されている。しかしながら、改訂TP-Rにおいて最も重要な施肥技術の将来的な適用に

関しては、肥料入手が困難であることが制約要因として、農民のみならず普及員からも例

外なく指摘されている。幾つかのFBOにおいては、個人圃場においても施肥以外の技術を適

用して以前より高い収量を達成し、継続的な技術活用に意欲的な農民がいる一方、共同圃

場で乾期作を行っているにもかかわらず、個人圃場では肥料の供与されないことを理由に

乾期作を行わないと回答する農家が大半を占めるFBOも散見された。改訂TP-Rをフルパッ

ケージで実践するためには、肥料入手を可能とするような資金的な、あるいは他の形態で

の支援が前提となるため、それが得られない状況も勘案し、投入を限定した選択的・段階

的な技術パッケージ提示のためのオプションを検討することが必要であると考えられる。 

 

４－２ 結 論 

調査団は、本プロジェクトの活動がこれまでに特段の遅延・障害なく実施され、期待された成

果がほぼ達成されつつあることを確認し、協力期間内に本プロジェクトの目標は成功裏に達成さ

れるものと結論する。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

５－１－１ プロジェクト終了までに実施すべき事項 

（1）最終版改訂TP-Rの構成 

現在実施されている施肥実証の結果を踏まえ、今後プロジェクトでは改訂TP-Rを最終化

していくこととなるが、データを慎重に分析し、関係者間での十分な議論を通じて最終化

の作業を行っていくことは、MAFFSの公的承認を得るプロセスとしても重要であり、今後、

一層の議論を喚起するような働きかけを行っていくことが必要である。 

なお、改訂TP-Rは、SCPの枠組みに基づき、今後のIVSにおける稲作技術基準となるべく

策定されており、先行協力であるADPKで策定された技術パッケージよりも更に高い収量達

成を目標としている。したがって、施肥技術と、施肥効果を高めるための栽培管理技術は

改訂TP-Rの重要な構成要素であり、必然的に、農家による肥料確保が改訂TP-R適用の前提

条件となる。プロジェクト実施の全期間を通じてSCPの実施状況のモニタリングが行われて

きたが、これまで肥料に関するFBOへの支援を可能とするような具体的な進展はなく、将来

的な改訂TP-Rの適用可能性は確認されていない。したがって、最終的な改訂TP-Rの策定に

あたっては、持続的かつ効果的な技術導入のための方策を勘案してパッケージの構成・提

示方法を検討すべきであると考えられる。例として、TP-Rを構成する全技術を一律にセッ

トとして導入するのではなく、必ず組み合わせて導入すべき技術については明示したうえ

で、普及対象地域の農家状況に応じて、適切な個別技術を選択的・段階的に導入するとい

うオプションを示すことも検討に値しよう。 

 

（2）他ドナー等による将来的なTP-R活用の推進 

これまでプロジェクトでは、各種ドナー会合、プロジェクトのニュースレターの発行、

個別のドナー協議等を通じてTP-Rのコンセプトや技術内容に関する情報発信を行ってきて

おり、他ドナーの多くがプロジェクトとTP-Rについての知識・理解を有している。特にSCP

支援に関連した事業を実施しているドナーの間では、TP-Rが高く評価され、彼らの事業に

おいて活用したいという意向も強まっている。今後TP-Rに関する継続的な情報発信に係る

一層の努力を行うとともに、TP-R活用の可能性のある事業については関係機関と個別協議

を行って、SCPあるいは稲作生産振興に関連する他ドナーの事業においてTP-Rが活用される

よう、普及を促進していくことが望まれる。プロジェクト終了前には、最終化された改訂

TP-Rを紹介するためのセミナーの開催が予定されているので、その機会に、他ドナー、NGO

等も含め、TP-Rを将来的に活用できる可能性を有するさまざまな関係機関を招き、広く周

知を図ることが肝要であると思われる。 

 

５－１－２ プロジェクト終了後に実施すべき事項 

（1）継続的なTP-R普及に向けた努力 

プロジェクトにおいては、協力活動のひとつとして全国のMAFFS県農業関係職員を対象

としたTP-R研修の実施が予定されているが、プロジェクト終了後も実施機関の継続的な努

力により、更なるTP-Rの普及が推進されることが不可欠である。よって、MAFFS、SLARI
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及びRARCには、具体的な研修・普及計画を策定し、県農業関係職員へのTP-R研修と、研修

後の農民への指導状況の監督、更に技術の適用とその結果に関するモニタリングを継続的

に実施していくことが期待されている。これらの研修・普及活動に関する予算確保はMAFFS

の責任であるため、ドナー支援との調整等を通じ、少額であっても継続的に資金を手当し、

プロジェクトの成果・インパクトを維持していくよう、今後、関係者の一層の努力が求め

られる。 

 

（2）SCPの確実な実施 

プロジェクト計画内容の前提とされていたSCPの実施が遅れたことは、プロジェクト実施

プロセスに影響を及ぼしたのみならず、将来的な持続性の観点でも危惧を招いている。SCP

の第1コンポーネントの実施は、TP-Rの効果的な普及の前提となっているため、MAFFSには、

普及員を含む農業関連職員の新規採用を含め、SCPの着実な実施のための取り組みを加速さ

せていくことが強く望まれる。また、MAFFSにおいては、SCPを構成する各種事業とその

成果を適切にモニタリング・評価し、課題や対応策を分析するとともに、将来的な教訓を

導き出せるような体制を整備していくことが極めて重要であると考えられる。 

 

（3）IVS開発の質の改善 

改訂TP-Rにおいては収量増加のために不可欠な技術として施肥が重視されており、その

効果を確保するためには圃場水管理が極めて重要であるため、IVS開発と低地圃場の基盤整

備は改訂TP-Rの効果的な適用の基本的な条件となる。しかしながら、カンビア県において

は、他のドナー支援により実施された農地整備事業の質が不十分で、精緻な均平を必要と

する水田として適切に使用できないような農地も散見された。農地整備には土木工事が必

要であり、農民の自助努力による作業で対応することは困難であるため、将来的にMAFFS

がIVS開発を支援するドナーや、IVS開発に関与するその他関係者との調整を強化し、質的

改善を図っていくことが必要である。 

 

（4）他の稲作生態系における技術開発・改善 

シエラレオネにはマングローブ湿地、IVS、ボリランド、河川氾濫原、畑地（陸稲）とい

う5種類の稲作生態系があるといわれており、NRDSにおいては、IVSが生産向上の潜在可能

性が最も高い生態系とされている。この認識に基づき、本プロジェクトはIVSの環境を前提

として技術改善の可能性を探ってきており、改訂TP-RはIVSに特化した内容となっている。

しかしながら、将来的にシエラレオネ全国で稲作を振興していくという観点からは、IVS以

外の生態系においても生産向上を図っていくことが必要であり、MAFFS、SLARI、RARC

によってその他の生態系におけるTP-Rが開発・改善されていくことが強く期待される。 

 

５－２ 教 訓 

５－２－１ 他ドナー支援との十分な調整の必要性 

プロジェクトの支援対象FBOのなかには、他ドナーの支援で農地が整備されていた例や、対象

FBOの農地が他ドナーの支援を通じて新たに整備された例があった。これらの他ドナー支援は、

圃場水管理に関連したプロジェクトの活動を円滑に進めるうえで有益であったが、あくまで偶
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発的で、事前調整と合意に基づく連携でなかった点は看過できず、逆に、支援対象FBOの幾つか

が、SCPを支援している他ドナーから種子配布を受けたという重複支援の例も報告されている。

現在、SCPに対しては多数のドナーによるさまざまな支援が行われているが、ドナー間調整が十

分に機能していれば、重複支援等の事態は回避できたと思われる。将来的に、多数のドナー支

援が行われているプログラムへの貢献という位置づけを有する案件の場合、当初の計画段階の

みならず、プロジェクト実施期間を通じて、他ドナー事業との密接な調整を行っていくことが

重要である。 
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＜参考資料＞ 
 

参考資料１：研修参加農民詳細一覧 

 FBO名 
参加者数 

第1回*3 第2回*3 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第9回 第10回 第11回 第12回 第13回 合計

1 Bamoi Bana             5 5 

2 Banka-Makulor             3 3 

3 Bayanday   3    3    4  3 13 

4 Gbainkfay   3          3 6 

5 Gberka             5 5 

6 Gberekuray    3   3       6 

7 Gbonkomaparay    3    2      5 

8 Gbonkomaria *1    2    2      4 

9 Kabbaya    3   2       5 

10 Kamba             5 5 

11 Kukuna river    3   3    15 5 3 29 

12 Kupr Yamp *2   2           2 

13 Laya    3    3  20  6 3 35 

14 Makanie    3        6  9 

15 Makassa   2           2 

16 Masiaka    3  3   30   6 3 45 

17 Masimera   2           2 

18 Masineh   3      10   6 3 22 

19 Masunthu（Badongo） 70  3 3       15 6 3 100

20 Masunthu（Minkeeni）   3 3       15   21 

21 Mathoreneh   3         6 3 12 

22 Mayakie   3           3 

23 Mayan    3    2      5 

24 Moribaya   2           2 

25 Pintekili   3           3 

26 Robana *2   3           3 

27 Robis（G. Dixon）  59 2           61 

28 Robis（Mambolo）*2    3    2     3 8 

29 Robombeh             5 5 

30 Rofunk *1    3    2     3 8 

31 Rotain   3           3 

32 Rotifunk   3      10   6 3 22 

33 Sami Town   2    3    3   8 

34 Samu   3           3 

35 
Soribolomia

（Limaniya）*2 
  2           2 

36 
Soribolomia 

（Sorbeh）*1 
  2           2 

37 
Soribolomia 

（Wan Word）*2 
  3          3 6 

38 Sumbuya    3  3    7    13 

39 Tawuya Munu    3  3    25  6 3 40 

40 Tolokuray   3         6 3 12 

 その他の農民    6          6 

 FFS農民指導者     10         10 

 合計 70 59 58 50 10 9 14 13 50 52 52 59 65 561

注： *1：マングローブ湿地のFBO。  *2：河川氾濫原のFBO。  *3：第1回、第2回の研修については、小規模灌漑開発

に関する実践研修をそれぞれ7日間及び6日間、1日10人ずつの農民を動員して行った。同一の農民が複数日繰り返して参

加した可能性があるが、ここでは延べ数で報告している。 
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参考資料２：他ドナー・NGOとの協議の要約 

 

1）8日（水）16：00～17：00 世界銀行 

出席者：Mr. Hardwick Tchale, Program Officer, Agricultural and Rural Development Sector（ARDS）、

板垣団員、佐野企画調査員、君島総括 

現在ARDSで実施されているのは2011～2016の実施予定で日本の拠出する開発政策・人材育成

基金（Policy and Human Resources Development Fund：PHRD）が支援する「西アフリカ農業生産

プログラム」（West Africa Agricultural Productivity Program：WAAPP）及び2008～2011の実施予定

だったのが2016年まで実施期間が延長された「農村と民間セクター開発プロジェクト」（Rural and 

Private Sector Development Program：RPSDP）の2つ。WAAPPはSLARIを主たる実施機関として育

種と栽培技術の改善を行うという計画の下、SLARIの稲作研究能力の強化を主眼としていたが、

開始に先立ってRARCのラボや職員住宅棟のインフラ、インターネットや発電機等基本的な執務

環境整備が必要とされたため、それらに対する追加的支援を行うことになり、予定より活動が

遅れている。よって予定より早く中間レビューを行い、全体計画を見直す必要性を感じている。

研究能力強化に関しては41名のSLARI職員のうち特に若手職員を中心に学位取得のための留学

機会やその他のトレーニングを提供している。また、RARCにおいて既存品種のデモンストレー

ションと新品種開発のための活動を実施する予定。同時に普及員の能力強化も重要と考え、農

民、民間セクター、普及関係者から構成されるInnovation Platformを形成し、研究成果の活用に

つなげること、及びアフリカ稲センター（Africa Rice Center：AfricaRice）から提供される種子

を農民グループに販売し、種子を生産させてInnovation Platformに供給することも計画している。 

RPSDPではマングローブ湿地帯でのコメ生産が盛んなカンビア県で精米機の供与を行ってい

る。コメのほかキャッサバ、ココヤシが対象作物。現在世界銀行ではバリューチェーン開発支

援のための新規案件を検討中であり、コメも対象作物に含まれている。FBOを更に発展させて協

同組合を形成することを想定している。ABCや農道の改善など、既往支援のレビューと農業セ

クター歳出レビューを含む総合的な農業セクターレビューを実施中であり、4～5月には報告書

を取りまとめる予定。同セクターレビューの結果を踏まえ、今後の支援について更なる検討を

行う予定。SRDPとは随時情報交換を行っており、改訂TP-Rを高く評価している。 

また、今協議では言及されなかったが、世界銀行はWAAPPを通じて農業研究及び普及・アド

バイスサービスに係る政策の作成にも従事しており、全国で行った関係者との合議に基づいて

執筆された最終ドラフトの検証を、2013年11月6～7日にフリータウンで行った。JICAを含むシ

エラレオネ農業セクターにおける有識者、関係者が検証会議へ招待されたが、そのリストを含

む招待文書を文末参考資料3とする。 

 

2）15日（水）10：00～10：50 国連世界食糧計画（World Food Programme：WFP） 

出席者：焼家副代表、栗栖団長、板垣団員、佐野企画調査員、君島総括、加藤 

JICAのプロジェクトではSRDP及び道路メンテナンスのプロジェクトに関して、WFPのFood 

for Work（F4W）、Purchase for Progress（P4P）との連携の可能性があるとみている。WFPはF4W

を通じてカンビア県及びポートロコ県で農道の整備を、全県でIVS開発を行っている。現行のプ

ロジェクトは5,000haのIVSを開発するとしているが、数値を目標として設定したため、開発され

たIVSの最終的な状態や開発前後での収量の変化など、質的な成果に関する情報が集められてい
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ない。2015年1月から始まる新プロジェクトでは生産性向上の目標を導入し、圃場面積の目標数

値は設定しない予定。また、新プロジェクト開始を待たずポートロコ県では既に生産性向上を

より重視した活動を始めている。また、P4Pプロジェクトは個別農家でなくグループ農家の圃場

を対象とすることが多く、SRDP対象地区でFBOからコメの購入ができないか検討している。現

在はカンビア県だが、将来の案件によっては他地域でも可。以前カンビア県での買い付けを検

討した際にはギニアからのバイヤーが多く、コメの価格が高かったため断念した。また、小規

模農家が多いが、グループ化した農家で10～20t規模の買い付けでないと難しいため、ある程度

の組織化が望まれる。WFPは基本的に籾の買い付けで、品質基準はごく基本的。F4Wで開発し

た圃場での稲作栽培技術についてSRDPから農家に指導があると、P4Pへの参加にもつながる可

能性があり、有効だと考える。今後SRDPの研修への参加等、すぐできるところから連携を始め

ることに合意した。 

 

3）21日（火）9：00～10：00 BRAC 

出席者：Mr. Tapan Kumar Karmaker, Country Representative、栗栖団長、板垣団員、君島総括、佐

野企画調査員、加藤 

BRACは2008年からシエラレオネで農業ほか、計7分野において活動している。農業の分野で

は普及と種子検証・増殖をしている。普及に関してはボー、ケネマ、ポートロコ、ボンバリ、

ウォータールー（Western Rural）の5県・地域でボランティアのCommunity Agricultural Promoter

（CAP）を通じた普及活動を行っている。種子検証・増殖に関してはポートロコ県ルンサールに

おいて60haの土地をリースしていてコメ種子、メイズ、キャッサバにかかわる活動を実施中。

2013年のコメの収穫は1t/ha程度だった。コメとメイズに関しては「アフリカ緑の革命のための

同盟」（Alliance for a Green Revolution in Africa：AGRA）と、種子認証に関してはSLARIと協力

している。また、WFPのF4Wプロジェクトを通じて湿地帯開発をポートロコ県で行っている。

2012年には3カ所で開発を行い、今後5年で5カ所、計53haの湿地帯開発を行う予定。2013年のコ

メの単収が少なかったため、パイナップル、ピーナッツなどの副作物を作り出している。SRDP

での3t/ha以上の収穫実績は魅力的であるので、SRDPの圃場訪問、研修などを通じた連携を進め

たい。まずはBRACスタッフがカンビア県のSRDPを訪問することに合意した。 

BRACのプロジェクト地域で農家とABCとのつながりが薄いことについて懸念を示した。ABC

は農家から離れたところにあることもあり、せっかくの機材が使われずに放置されていること

もままあるという報告があった。 

 

4）21日（火）16：00～17：00 国際農業開発基金（International Fund for Agricultural Development：

IFAD） 

出席者：Ms. Mariatu Kamara, Country Officer、栗栖団長、板垣団員、君島総括、佐野企画調査員、

加藤 

IFADは2012年から5年の計画で始まったシエラレオネ、SCP支援のための「世界の農業と食糧

安全保障プログラム」（Global Agriculture and Food Security Program：GAFSP）の運営管理をして

いる。Kamara女史が2013年10月にCountry Officerとして就任するまでIFADの代表がシエラレオネ

にいなかったため、GAFSP実施のための政府との交渉に時間がかかっていたが、今後は改善さ

れると思われる。GAFSPの湿地帯開発プロジェクトは現在検査実施中で活動が一時的に中断さ
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れている。その他のプロジェクトに関してもGAFSPの中間レビュー実施中で、調査後にプログ

ラム全体の予算調整や実施計画の修正があることが予想される。例えばABCのなかには機能し

ていないものがあることも分かっており、2カ月以内に調査を終了し、調査結果を共有すること

によってシエラレオネ政府と具体的な軌道修正を検討する予定。GAFSPのほかにIFAD自身の拠

出金で行っている農村開発プロジェクトがあり、コイナドゥグ、ケネマ、カイラフン、コノの4

県で湿地帯開発を行っている。SRDPには大変興味があり、現地を視察したい。また、湿地帯開

発にかかわる活動を実施しているそれぞれのドナーのプロジェクトをより効果的にするために

IVSアライアンス・ネットワークを立ち上げ、FAO、WFP、JICA、IFAD間で連携を図りたく、JICA

にリーダーシップを取ってもらいたい。SRDPの実施中、及び後続案件でも連携を強めるため、

本部で覚書（MOU）を結び正式な協力を進めたい、という要請があり、IFADスタッフがカンビ

ア県のSRDPを訪問すること、及びMOUについてはJICA本部に持ち帰り検討することを合意した。 

 

5）22日（水）9：00～10：00 国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization：FAO） 

出席者：Mr. Walter de Oliveira, Senior Technical Officer, Rural Institutions Building、栗栖団長、板垣

団員、君島総括、加藤 

FAOはGAFSPの実施機関としてMAFFS職員（普及員）の研修、農家の研修、農家の投入への

アクセス、及び農家の金融へのアクセスに主に重点を置いて活動している。現場の実際の課題

として、農家の投入要素へのアクセス（市場での入手可能性、価格など）及びそれらの投入要

素を効果的に使う能力・知識の改善が挙げられる。2014年の5～6月ごろにはMAFFSが新規普及

員を採用すると思われ、その際はFFS研修をJICAと協力して実施したい。このほか、今週中にも

MAFFSとMOUを結び、現存の普及員の運営費用に対する支援を10カ月分、42万ドル程度の合計

額を地方政府に向けて直接支給する予定。以前180のFFSを支援するためMAFFSに投入要素（肥

料、種子などを含む）が提供されたが活動は全く行われなかったため、FFSの活動は2011年10月

より停止状態。2014年にMAFFSはこのとき提供された投入要素を使ってFFS活動を実施すること

になっている。2013年、193あるABCのうち50をパイロットとして選び、低金利の融資、栽培技

術やバリューチェーンにおける技術の移転を優先して行い、WFPのP4Pプロジェクトなどを通じ

て生産された作物を販売することも考えている。2014年にはパイロットABCを100まで増やす可

能性もある。SRDPにはコメの生産に関する投入の対費用効果面における分析を今後も進め、結

果について共有してほしい、という要望があった。 

FAOの活動とは別に、ブラジルからブラジル農牧研究公社（Empresa Brasileira de Pesquisa 

Agropecuária：EMBRAPA）及びブラジル国際協力庁（Brazilian Agency for Cooperation：ABC）に

よって構成される調査団が1月26日より15日間シエラレオネを訪問予定という情報が共有され

た。SRDPの訪問も予定されている。シエラレオネ政府とコメとキャッサバに関する協力を考え

ていて、SLARIが主なC/Pとなる予定。JICAとEMBRAPAの間ではMOUが結ばれて主にモザンビ

ークで連携した活動を行っているので、シエラレオネでもぜひ連携したい、という要望が寄せ

られた。 

 

6）22日（水）14：00～15：00 アフリカ開発銀行（African Development Bank：AfDB） 

出席者：Mr. Farah Konkofa Koroma, Senior Financial Management Officer、Mr. Patrick Agboma, Chief 

Operations Officer （ via telephone conference ）、 Mr. James Romeo Koroma, Project 
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Coordinator for ASREP、Mr. Samuel A. Conteh, M&E Officer for ASREP、Ms. Adama Lamin 

Sawaneh, Procurement Officer for ASREP、栗栖団長、君島総括、佐野企画調査員、加藤 

AfDBの拠出による農業セクター復興プロジェクト（Agricultural Sector Rehabilitation Project：

ASREP）は、内戦終了後破壊された農業インフラを復興するために立ち上げられたが、物理的

インフラの他研究分野への機材の提供やMAFFS普及員・農家への技術研修なども行い、カンビ

ア県では2つのBES Compoundなどを建設した。2013年の12月に活動が終了。現在ASREPのイン

パクト評価を進めており、3月には結果を共有できると思われる。ただし、AfDBの国別戦略白書

によるとシエラレオネでは農業分野が優先分野から外されたため、ASREPの後続プロジェクト

はないと思われる。FAO、AfDB、世界銀行などが共同で農業セクターレビューを実施するため、

現在コンサルタント選定中。JICA側からのレビューの結果として規制的協調に向かうのではな

く、ドナー間の柔軟な連携が望ましいというコメントに対し、AfDBも同意した。 
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参考資料３ 
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